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平成28年度厚生労働科学研究費補助金 

（障害者政策総合研究事業 精神障害分野） 

精神障害者の就労移行を促進するための研究（H26― 精神― 一般― 002） 

（分担研究報告書） 

 

就労支援に取り組む精神科医療機関および就労移行支援事業所における就労支援プログラム 

新規利用者のナチュラルコース・コホート研究：追跡結果 

研究分担者：〇山口創生1) 

研究協力者：水野雅之1)，佐藤さやか1)，堀尾奈都記1)，下平美智代2)，伊藤順一郎2)，藤井千代1) 

16) 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 社会復帰研究部 

17) メンタルヘルス診療所しっぽふぁーれ 

 

研究要旨 

目的：本研究は、援助付き雇用型サービスを提供する機関における統合失調症の利用者を対象として、

1) 就労アウトカムと臨床アウトカムの効果、2) 就労アウトカムに影響する個人要因、3) サービス提供

内容とサービス提供量を検証することを目的とした。 

方法：援助付き雇用型サービスを行う就労支援機関における新規の統合失調症の利用者を対象に、12

ヵ月の前向き調査を行った。各機関が提供する援助付き雇用型サービスの質を評価するために、日本版

個別援助付き雇用フィデリティ調査を実施した。アウトカム調査は、就労アウトカムや機能（Global 

Assessment of Functioning: GAF と Life Assessment Scale for the Mentally Ill: LASMI）、就労への動機付け

（MOCES）、生活の質（SF-8）、心理的ウェルビーイング（WPS）、利用者からみたスタッフのストレング

ス志向性を包含した。また、プロセス調査として、サービスコード票を用いて、支援の内容とその量（時

間）をモニタリングした。対象者のエントリー期間は、2014 年 12 月 1 日から 2015 年 11 月 30 日まで

であった。 

結果：12 ヵ月間の追跡において、研究対象者 51 名のうち 26 名が就労を経験し、平均就労期間は 104.8

日 (SD = 127.7)であり、就労者のみの平均就労期間は 205.6 日 (SD = 105.1)であった。臨床アウトカムは、

ベースライン時と比較し、追跡調査時では GAF（F = 9.39, p < 0.001）や LASMI（F = 5.28, p = 0.008）の得

点は向上したが、心理的ウェルビーイングの得点は一時的に下がっていた（F = 3.85, p = 0.027）。12 ヵ月

間における一人当りの 1 対 1 換算のサービス提供時間は 118 時間（SD = 128）であった。そのうち、75%

は事業所内でのサービスであり、22%は事業所外でのサービスであった。また、集団プログラムと個別

支援は約 50%ずつであった。サービス提供量は 3 ヵ月目にピークに達し、7 ヵ月目から減少に転じ、そ

の後 8,9 ヵ月目に一度微増、12 ヵ月目に向けて再び減少していた。 

結論：援助付き雇用型サービスは利用者に多くの就労機会や長い就労期間、機能の改善をもたらす可能

性がある。一方で、日本の文化では就労が利用者の主観的な生活の質やウェルビーイングの向上に必ず

しも結びつかない可能性があり、今後の課題となった。プロセスデータの解析から、本調査のように就

労アウトカムに関する高い効果をもたらすサービスには事業所外でのサービスが含まれることを明ら

かにしたが、集中的なサービスは 9 ヵ月目までに提供されていた。 

 

A. 研究の背景と目的 精神障害者支援において、就労はリカバリーに
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関係する主要なアウトカムの一つである 1)。欧米

における先行研究では、精神障害者の就労支援は、

職業リハビリテーションと精神保健との統合モデ

ルが効果的であるという知見が示されている 2)。

その統合モデルのなかでも、Individual placement 

and support（IPS）モデルは、雇用率の高さと就労

継続についての顕著なエビデンスが蓄積されてい

る 3)。IPS モデルの特徴は、メンタルヘルスの専門

家であるケースマネージャーと就労支援員がチー

ムとなり、利用者に対して事業所内支援だけでは

なく、積極的にアウトリーチを行い、就職活動中

から就労後の継続支援まで一貫したサービスを提

供することにある 4)。 

我が国 においても、無作為 化比較試 験

（randomised controlled trial: RCT）の結果、IPS モデ

ルに準ずる援助付き雇用型サービスは、従来型就

労支援よりも高い就労率をもたらすことが明らか

になっており 5)、費用対効果の側面でも優位性が

あることが示されている 6)。 

また、IPS モデルを基にした日本版個別型援助付

き雇用フィデリティ尺度の開発も進んでいる 7)。

臨床場面においても、IPS の概念は徐々に広がりを

みせ、国内でも援助付き雇用型サービスを提供す

る就労移行支援事業所や精神科デイケア、精神科

訪問看護ステーション、 Assertive community 

treatment（ACT）チームなどが存在する 8)。他方、

援助付き雇用型サービスのように国内で効果が実

証された有用な支援の普及の壁として、現在の制

度との解離が指摘されている 5)。今後、援助付き

雇用型サービスなどの有効なサービスの社会実装

や普及には、診療報酬制度や障害者総合支援法に

おける報酬対価の改正など、制度的な裏付けが不

可欠である。現在まで、日本における IPS や援助

付き雇用型サービスに関する研究は、フィデリテ

ィ調査などが中心であったが、行政的な課題に対

応するためには、援助付き雇用型サービスのなか

で、実際のサービスのあり方や対象者像を検証す

る必要がある。そこで、本研究では、重い精神障

害（本研究では統合失調症）を抱える者を対象と

して、複数の尺度やツールを用い、複合的なアウ

トカムやサービス提供量、コストを測定し、効果

的なサービスを模索することを目的とする。より

具体的な目的は、下記に要約される； 

 

・統合失調症を持つ利用者における援助付き雇用

型サービスの就労アウトカムおよび臨床アウ

トカムの効果を検証すること 

・援助付き雇用型サービスにおける就労や就労期

間に影響する個人要因を検証すること 

・援助付き雇用型サービスにおける就労支援員と

ケースマネージャーのサービス提供量とサー

ビス内容を検証すること 

 

B. 研究方法 

1. 研究デザイン 

本研究の基本デザインは、ナチュラルコース・

コホート研究であった。 

 

2. 研究参加機関と対象者 

本研究は、精神障害者に対する就労サービス（保

護/福祉的就労ではなく、利用者の一般企業での就

職を目指す）を提供する機関のうち、IPSや援助付

き雇用型サービスを提供する機関あるいは志向す

る機関を対象とした。具体的には、これまでに日

本版個別型援助付き雇用フィデリティ調査を受け

たことがある機関に研究協力の依頼をした。これ

らのうち、本研究への参加に承諾を得た機関を対

象とした。 

対象者のリクルートには以下の1)〜4)の導入基

準を定めた；1) ICD-10のF2（統合失調症圏）の診

断がある者、2) 年齢20歳以上60歳未満の者、3) 研

究協力機関の就労支援を新規で受ける利用者、4) 

書面での同意を得られる者。これら4つの基準を全

て満たす者を本研究の対象者とした。本研究は、

効果測定研究ではないため、サンプルサイズの計

算は行わなかった。各機関から2名から5名程度を

エントリーし、合計50名を分析対象とすることを

目標とした。 
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3. 手順 

2014 年 12 月 1 日から 2015 年 11 月 30 日までの

間に、各研究参加機関の担当スタッフが導入基準

に合う者全てに口頭および文章にて、調査の目的

や内容、拒否する権利、拒否による不利益は生じ

ないことなどを説明した。調査への参加に承諾し

た対象者からは、文書による同意書を得た。本研

究は、国立精神神経・医療研究センターの倫理審

査委員会にて審査を受け承認を得ている（No. 

A2014-078）。 

文書による同意を得た対象者には、ベースライ

ン調査の協力を依頼した。ベースライン調査の後、

対象者は各機関の就労支援を受け始め、支援開始

から 6 ヵ月後と 12 ヵ月後に追跡調査を実施した。 

 

4. アウトカム 

本研究は、包括的なアウトカム指標を用いた。

研究参加機関には、調査や尺度等の説明を含めた

研修を実施した。以下に紹介する尺度に関して、

観察評価が必要な尺度等は、研修に参加した各機

関の研究協力者により評価された。 

 

1) 就労アウトカム 

本研究では、就労アウトカムとして、12 ヵ月間

の就労の有無、就労期間に関する情報を収集した。

さらに最初の就労までの期間を計算した。本研究

の就労は、就労継続 A 型および B 型や職場実習を

除く、最低賃金が支払われる職場にて、1 日以上

働くことを指す。 

 

2) Global Assessment of Functioning (GAF)  

GAF は国際的に広く精神科領域で用いられてい

る観察評価尺度で、患者の社会機能と精神症状の

双方の観点から対象者の全般的機能を評価する 9)。 

 

3) Life Assessment Scale for the Mentally Ill (LASMI) 

LASMI は社会的機能を測定する尺度である。利

用者のことをよく知るサービス提供者により評価

される観察評価尺度である。「日常生活」（12項目）、

「対人関係」（13 項目）、「労働または課題の遂行」

（10 項目）、「持続性・安定性」（2 項目）、「自己認

識」（3 項目）構成され、各項目は 4 段階で評定さ

れる 10)。点数が高いほど機能が低いと判定される。 

 

4) Motivation for competitive employment scale for 

persons with severe mental illness (MOCES) 

MOCES は、Horio によって開発中の精神障害者

における競争的雇用に関するモチベーションを測

定する尺度である 11)。4 件法で本人が回答する自

記式尺度である。本尺度の項目例として、「仕事を

することは楽しいと思うから」、「仕事をすること

で、他の人と話す時間を増やしたい」、「経済的に

自立した生活を送りたい」などがある。また、就

職したい気持ちの強さは、「強くない」「あまり強

くない」「やや強い」「強い」の中から該当するも

のを選択するようになっている。 

 

5) Medical Outcome Study 8-Item Short-Form Health 

Survey (SF-8) 

SF-8 は健康関連の生活の質（quality of life: QOL）

を測定する尺度であり、「全般的にみて、過去 1 ヵ

月間のあなたの健康状態はいかがでしたか」「過去

1ヵ月間に、体の痛みはどのくらいありましたか」

などの 8 項目の自記式評価尺度で、5 段階で評定

される。点数が高いほど、QOL が高いと判断され

る 12)。 

 

6) 心理的ウェルビーイング尺度：短縮版（PWS） 

心理的ウェルビーイング尺度は、Ryff と Keys に

よって開発され 13)、西田により日本語版とその短

縮版が作成されている。この短縮版は 6 つの下位

尺度からなる 30 項目の自記式尺度であり、各項目

は 5 段階で評定される 14,15)。 

下位尺度はそれぞれ 5 項目で構成され、「人格的

成長」、「人生における目的」、「自律性」、「自己受

容」、「環境制御力」、「積極的な他者関係」の 6 つ

である。点数が高いほど心理的ウェルビーイング
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が高いとみなされる。 

 

7) ストレングス志向性尺度：利用評価版（SS-User） 

ストレングス志向性尺度は、利用者がスタッフ

の態度を評価する尺度で、10 項目 4 段階評定であ

る。項目例は、「スタッフは、あなたがやってみた

いと言ったことに「いいね」と言ってくれる」、「ス

タッフは、あなたのストレングスを活かし伸ばし

ていく方法を、一緒に何かをしながら考えてくれ

る」などがある。点数が高いほど、利用者からみ

たスタッフのストレングス志向性が高いことを意

味する 16,17)。 

 

5. プロセスデータ 

1) サービスコード票 

研究対象者を支援するスタッフの支援内容と支

援投入時間量をモニタリングするために、サービ

スコード票を用いた調査を実施した。支援スタッ

フ（ケースマネージャーと就労支援員）は、対象

者にサービスを提供した日に、サービスコード票

に用意されたカテゴリーの中から自身の提供した

サービスに最も近い項目を選択し、サービス提供

時間、対象者数、スタッフ数等を記載した。サー

ビスコード票は、就労支援員が記入するものと、

ケースマネージャーが記入するものの 2 種類が用

意 さ れ た （ URL: 

http://www.ncnp.go.jp/nimh/fukki/tool/）。この指標

は、2011 年度から 2013 年度にかけて実施された

厚労科研「地域生活中心」を推進する、地域精神

科医療モデル作りとその効果検証に関する研究に

て作成された調査票を改訂したもので 18)、アウト

リーチ型のケースマネジメントに関する研究でも

使用された 19)。 

 

2) フィデリティ評価 

各研究参加機関において、支援の質の評価とし

て、日本版個別型援助付き雇用フィデリティ尺度

（ Japanese version of individualized Supported 

Employment Fidelity: JiSEF）を用いた調査を実施し

た。JiSEF は米国で開発された IPS のフィデリティ

尺度である IPS-25 を、日本の現状に合わせて修正

したものである 7,20)。JiSEF は、「全般的組織指標

（General Organisation index: GOI）」（10 項目：0 - 10

点）とフィデリティ項目（25 項目：25 - 125 点）

で構成される。特に、フィデリティ項目について

は、「スタッフ配置」（3 項目）、「組織」（8 項目）、

「サービス」（14 項目）の 3 つの下位尺度があり、

それぞれの項目は 5 段階で評定される。IPS-25 が

フィデリティ得点と就労率の関係を示すように 20)、

JiSEF の得点と就労率には相関関係がある 7)。 

各研究参加機関における対象者のリクルート前

に、調査員が対象機関を訪問し、フィデリティ尺

度を用いたインタビューや記録の閲覧を通して、

フィデリティ調査を実施した。すべての調査員は

実際のフィデリティ調査の前に研修を受け、評価

ガ イ ド に 沿 っ て 調 査 を 実 施 し た （ URL: 

http://www.ncnp.go.jp/nimh/fukki/documents/JPNips

manual.pdf）。 

 

6. 統計解析 

本報告は、フィデリティ調査の結果を含む機関

の属性および対象者のベースラインにおける基本

属性およびアウトカムを示した。次に、就労率ア

ウトカムの要約を示した。 

各尺度の推移は、3 時点の調査が揃った者を分

析対象とし、One-way repeated ANOVA を用いて検

定を実施した。また、就労の有無（二値変数）と

就労期間（連続変数）を従属変数とし、GAF、LASMI、

MOCES をそれぞれ仮説変数とし、そして性別、年

齢、過去の就労経験を調整変数としたロジスティ

ック回帰分析と重回帰分析を実施した。分析の際、

有意確率は 5%とした。 

サービスコードの分析は、サービス提供日数や

事業所提供日数、全体のサービス提供回数、サー

ビス提供時間、1 対 1 換算サービス提供時間など

を指標として用いた。1 対 1 換算サービス提供時

間の計算式は box.1 に示されている 19)。また、サ

ービス提供日数や事業所提供日数、1 対 1 換算サ
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ービス提供時間については、12 ヵ月間の推移も図

示した。 

 

Box 1 1 対 1 換算サービス提供時間の計算式 

1 対 1 換算サービス提供時間＝ 

サービス提供時間÷利用者人数×スタッフ人数 

 

 

C. 研究結果 

1. 対象者のエントリー状況 

本研究に参加した機関および参加者のエントリ

ー状況は、STROBE flow diagram にまとめられてい

る（図 1）。研究開始前に日本版個別型援助付き雇

用フィデリティ調査を受けた 25 機関のうち、14

機関が参加に同意した。1 機関について、調査へ

の参加を同意した後に、就労支援員の休職により

調査への参加が不可能となった。リクルート期間

中、13 機関における導入基準に合致する利用者は

93 名であった。そのうち、68 名が各機関の担当者

から本研究の説明を受けた。最終的に 51 名から、

本研究の参加同意を得た。また、サービスコード

調査については、12 機関（n = 49）が分析対象と

なった。 

 

2. 研究参加機関の属性 

表 1 に研究参加機関の属性を示した。参加機関

の 61.5%（n = 8）が首都圏にあった。また、4 機関

が医療機関であり、9機関が地域事業所であった。

13 機関が所在する市町村の人口の平均値は

701,307 人（SD = 574,627 人）であった。また、都

道府県における失業率の平均値は 3.8% (SD = 0.6%)

であった。フィデリティ調査の結果について、13

機関の GOI の平均値は 7.15（SD = 1.72）であった。

フィデリティ尺度の合計得点の平均値は、89.6（SD 

= 12.2）であった。 

 

3. 研究対象者の属性 

研究対象者 51 名のうち、約 70%（n = 36）は男

性であり、平均年齢は 37.2 歳（SD = 8.4）であった。

約半数（n = 24, 47.1%）の最終学歴が高等学校であ

った。また、対象者の多くが未婚（n = 42）あるい

は離婚経験あり（n = 6）であった。さらに約 70%

（n = 36）が家族等と同居していた。過去に最低賃

金が支払われる一般企業などで働いた経験がある

者は 15%以下（n = 7）であった（表 2）。 

 

3. 就労アウトカム 

12 ヵ月間で、約半数（n = 26, 51.0%）が就労を

経験した。対象者全体の平均就労期間は 104.8 日 

(SD = 127.7)であり、就労者のみの平均就労期間は

205.6 日 (SD = 105.1)であった。また、対象者全体

および就労者のみの最初の就労までの期間は、そ

れぞれ 251.8 日 (SD = 132.5)と 142.9 日 (SD = 99.9)

であった（表 3）。 

 

4. 機能・心理社会的アウトカム 

表 4 と表 5 に、各尺度の結果を示した。3 時点

の評価が可能だった対象では、GAF の得点（F = 9.39, 

p < 0.001）と LASMI の得点（F = 5.28, p = 0.008）が

ベースライン時と比較し、有意に改善していた。

他方、心理的ウェルビーイングの尺度の得点は、

ベースライン時と比較し、尺度全体では 6 ヵ月目

の評価時には得点が低下していた（F = 3.85, p = 

0.027）。特に「人格的成長」の下位尺度（F = 49.85, 

p < 0.001）で 6 ヵ月目と 12 ヵ月目で有意に低下し

ていた。一方で、「自己受容」の下位尺度（F = 22.27, 

p < 0.001）は、有意に増加していた。 

 

5. 就労アウトカムに関連する要因 

多変量解析の結果、12 ヵ月間の就労の有無は、

ベースラインの LASMI の得点が低いことと関連し

ていた（B = -0.03, 95%CI = -0.06, -0.01, p = 0.028）。

他方、就労の有無と他の尺度に有意な関連は見ら

れなかった。また、就労期間はどの尺度も関連し

ていなかった（表 6）。 

 

6. サービスコード分析 

12 の対象機関から合計 5802 枚が回収された（補
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足資料 1,2 参照）。12 ヵ月間のサービス提供日数と

事業所利用日数の平均値は、それぞれ 82 日（SD = 

56）と 69 日（SD = 51）であった。また、サービス

提供時間は 193 時間（SD = 199）で、1 対 1 換算の

サービス提供時間は 118 時間（SD = 128）であった

（表 7）。 

1 対 1 換算サービス提供時間のうち、75%は事業

所内でのサービスであり、22%は事業所外でのサ

ービスであった。電話やメール等のサービスは、

3%と割合は非常に小さかった。また、集団プログ

ラムと個別支援はおおよそ同じ割合であった（表

8）。1 対 1 換算サービス提供時間における就労支

援員とケースマネージャーの割合は、72%と 28%

であった。特に、事業所外のサービスで就労支援

員の割合（93%）が高かった（表 9）。 

図 2は一人あたりの 12ヵ月間のサービス提供量

の推移を示している。サービスコード枚数やサー

ビス提供日数、事業所利用日数の指標で、サービ

ス量は 3 ヵ月目にピークを迎え、全就労者数（n = 

26）のうち約 65%（n = 17）が就労を果たした 7 ヵ

月目を目処に減少し、その後 8,9 ヵ月目に一度微

増し 12 ヵ月目に向けて再び減少していた。図 3 は

1 対 1 換算のサービス提供時間を用いて示してい

る。12 ヵ月間で、特に事業所内での支援が減少し

ている傾向にあった。 

 

D.考察 

本研究は、IPS/援助付き雇用型のサービスを提供

あるいは志向する機関の利用者を対象に、就労ア

ウトカムや臨床アウトカムの変化を検証した。ま

た、サービスコード調査により、支援プロセスの

分析を実施した。 

調査の結果、12 ヵ月間で対象者の約半数が就労

を経験し、平均就労期間は 3 ヵ月を超えていた（就

労者だけの平均では 6 ヵ月以上）。厚生労働省の調

査では、日本の就労移行支援事業所の平均就労率

は 25%で 22)、本研究の対象機関は利用者に多くの

就労機会をもたらしたと言えるだろう。また、日

本で行われた 2 つの IPS/援助付き雇用の RCT にお

いても、利用者の約半数が就労しており 6,23)、本研

究は過去の知見と重なる結果となった。就労期間

については、日本の精神障害者の就労に離職者が

多いことが特徴であり 24)、また就労者の約 25%が

1 ヵ月以内に離職したとするデータと比較すると

25)、本研究の対象者における就労期間は短くない

と考えられた。 

本研究では、12 ヵ月間に一部の臨床アウトカム

に関する尺度得点の変化を観察した。特に GAF や

LASMI など機能を測定する尺度ではその改善が報

告された。一方、モチベーションや QOL、ストレ

ングス志向性には変化が見られず、心理的ウェル

ビーイングの下位尺度「人格的成長」では有意な

低下が見られた。統合失調症の利用者の就労ある

いは援助付き雇用型サービスの利用と機能は、欧

米の研究でも改善が報告されており、本研究に限

ったことではない 26)。一方で、欧米では就労や援

助付き雇用が主観的な QOL やパーソナル・リカバ

リーの向上に関係する可能性が示されているが、

本研究ではその関連は示さなかった 26)。障害者雇

用が進み、精神障害者の雇用機会が増加する中、

就労と生活に関する主観的なアウトカムの向上は

必ずしも結びつかない可能性があり、今後の課題

となると示唆される。 

本研究の利用者は、就労の有無に関連する変数

として、ベースライン時の LASMI 得点が低いこと

（機能が高いこと）が示された。対象機関で社会

的機能が比較的高い利用者が就労しやすかった可

能性がある。ただし、他の尺度は就労アウトカム

と関連しておらず、LASMI も就労期間の長さとは

関連しなかったことから、機能の高低や就労への

モチベーションの高低が全ての就労アウトカムと

関連しているとはいえないだろう。 

サービスコード票を用いたプロセスデータの分

析から、対象者 1 人あたりに費やされた 1 対 1 換

算のサービス提供時間は約 118 時間であった。そ

のうち、20%以上が事業所外のサービスであり、

就労支援員によるサービスが 70%以上であった。

一方、集団プログラムの割合が約半分を占め、必
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ずしも個別支援だけに多くの時間が割かれていた

わけではなかった。日本の文化においては集団サ

ービスにも有効性があるかもしれない。他方、本

研究の対象機関は精神科デイケアが含まれており、

精神科デイケアの診療報酬は集団サービスを前提

としている。また、他の対象機関の事業種別であ

る就労移行支援事業や生活訓練事業の報酬単価は、

個別サービスと集団サービスによって違いがない。

よって、集団サービスに長い時間が費やされてい

る側面には、経営的な側面もあるかもしれないと

考えられた。 

12ヵ月間のサービスコードデータの経時的な推

移をみると、特に最初の 3 ヵ月間に多くのサービ

スが提供されており、その後、就労者の増加とと

もに 9 ヵ月目以降にサービス量が減っていた。こ

こには 2 つの理由があると推測される。第 1 に、

対象者の就労のための集中的なサービスは長期的

に継続されるものではなく、支援開始初期に行な

われることがあげられる。第 2 には、就労後のサ

ービスはコンタクト頻度が減り、また全ての対象

者に継続支援が必要でないことである。前者につ

いて、英国での IPS-LITE では IPS 型の集中的なサー

ビスを利用者に提供するのは 9 ヵ月としており、

本研究もその知見を実証的なプロセス調査の側面

から支持するものとなった 27)。 

本研究はいくつかの限界を抱える。まず，調査

者にとって負担の大きいサービスコード調査を包

含したため、各機関からのエントリー数は限られ

ていた。また、GAF や LASMI といった他者評価の

尺度は、マスキングされた評価者によって実施さ

れていなかった。これらの限界から、本研究は特

に臨床アウトカムの検証に関するサンプルサイズ

の不足や観測者バイアスが存在する可能性がある。 
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参加機関 候補 n = 25 

参加機関 同意 n = 14 

参加機関 n = 13 

研究対象候補者 n = 68

同意取得者 n = 51

ベースライン調査 n = 51,  
・事業所利用中止：n = 4

・拒否：n = 15
※うち2名は調査開始後に撤回

・支援開始前に就労：n = 1
・病状不安定： n = 1

参加者基準に見合う利用者 n = 93   

・関係作り困難：n = 6
・リクルート期間に機関利用なし：

n = 5
・診断違い：n = 8
・病状不安定：n = 3
・人手不足：n = 3

12ヵ月後調査 就労アウトカム n = 51 

分析対象（ITT）：就労アウトカム n = 51

就労支援員の休職（n = 1）

 
図 1 STROBE flow diagram：参加者のリクルートとフォローアップ状況 

 

 

表 1 参加機関の属性 

項目  n / Mean % / SD 

場所 
首都圏 5 (38.5) 

首都圏以外 8 (61.5) 

機関種別 
医療機関 4 (30.8) 

地域事業所 9 (69.2) 

サービス種別 

精神科デイケア 3 (23.1) 

相談室 1 (7.7) 

就労移行支援 8 (61.5) 

生活訓練 1 (7.7) 

人口規模 1) 701,306 (574,627) 

完全失業率（都道府県） 3.8% (0.6%) 

開所からの機関（月） 48.7 34.5 

フィデリティ得点： 

GOI 7.2 1.7 

合計 89.6 (12.2) 

スタッフ（下位尺度 1） 9.3 (2.6) 

組織（下位尺度 2） 26.0 (4.1) 

サービス（下位尺度 3） 54.3 (8.2) 
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表 2 参加者の基本属性 

項目  n / Mean % / SD 

性別 
女性 15 (29.4) 

男性 36 (70.6) 

年齢 mean, (sd) 37.2 (8.4) 

最終学歴 

中学校 6 (11.8) 

高等学校 24 (47.1) 

専門学校 6 (11.8) 

短期大学 3 (5.9) 

大学 12 (23.5) 

婚姻状況 

未婚 42 (84.0) 

既婚 2 (4.0) 

離婚 6 (12.0) 

住居 

家族等同居 36 (70.6) 

１人暮らし 13 (25.5) 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 2 (3.9) 

過去の就労経験 
あり 7 (13.7) 

なし 44 (86.3) 

 

 

表 3 参加者の就労アウトカム 

項目 n / Mean % / SD 

就労者数 26 (51.0) 

就労期間 104.8 (127.7) 

（就労者のみ） 205.6 (105.1) 

最初の就労までの期間 251.8 (132.5) 

（就労者のみ） 142.9 (99.9) 
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表 4 各尺度の得点（全ケース） 

  ベースライン（T1） 6 ヵ月後（T2） 12 ヵ月後（T3） 
  n Mean SD n Mean SD n Mean SD 

GAF 51 49.6 (12.0) 46 54.1 (11.3) 43 57.9 (12.8) 
LASMI 51 57.7 (24.2) 42 51.2 (23.2) 42 46.6 (21.9) 
 - 日常生活 51 13.5 (8.3) 42 11.6 (7.6) 42 11.0 (7.4) 
 - 対人関係 51 18.5 (8.3) 42 16.7 (7.5) 42 15.5 (7.0) 
 - 労働・課題の遂行 51 16.2 (7.6) 42 14.6 (7.1) 42 12.9 (6.3) 
 - 持続性・安定性 51 4.9 (2.3) 42 4.3 (2.3) 42 3.6 (2.3) 
 - 自己認識 51 4.5 (2.3) 42 4.0 (1.9) 42 3.6 (2.2) 
MOCS 51 118.1 (15.2) 39 113.9 (18.1) 36 116.7 (17.3) 
SF-8 51 22.2 (5.8) 42 21.3 (5.7) 38 20.9 (5.3) 
PWS 51 96.4 (13.1) 42 91.6 (6.2) 38 94.3 (7.8) 
 - 人格的成長 51 20.1 (3.3) 42 14.8 (1.8) 38 14.3 (1.8) 
 - 人生における目的 51 15.8 (4.1) 42 15.8 (1.3) 38 15.4 (1.8) 
 - 自律性 51 14.9 (3.1) 42 15.9 (2.4) 38 15.2 (2.5) 
 - 自己受容 51 13.6 (3.6) 42 13.9 (3.5) 38 17.7 (3.2) 
 - 環境制御力 51 15.5 (3.7) 42 14.6 (2.6) 38 15.2 (3.6) 
 - 積極的な他者関係 51 16.5 (3.4) 42 16.7 (2.2) 38 16.5 (2.6) 
SS-user 51 22.6 (3.7) 42 23.7 (3.3) 37 23.7 (3.5) 

 

 

 

表 5 各尺度の得点（3時点データがあるケース） 
  ベースライン（T1） 6 ヵ月後（T2） 12 ヵ月後（T3）       

 n Mean SD Mean SD Mean SD F 値 p 値 Post-hoc 
GAF 42 49.4 (11.8) 54.6 (11.5) 57.8 (13) 9.39 <0.001 T1<T3, T2<T3 
LASMI 33 58.0 (24.4) 50.5 (23.2) 49.5 (22.6) 5.28 0.008 T1>T2, T1>T3 
 - 日常生活 33 13.8 (8.0) 11.4 (7.5) 11.9 (7.6) 3.43 0.038 T1>T2 
 - 対人関係 33 18.0 (8.2) 16.8 (7.6) 16.1 (7.2) 1.32 0.275  
 - 労働・課題の遂行 33 15.8 (7.6) 14.1 (7.1) 13.7 (6.5) 2.55 0.086  
 - 持続性・安定性 33 5.5 (2.2) 4.4 (2.3) 4.0 (2.3) 10.75 <0.001 T1>T2, T1>T3 
 - 自己認識 33 4.9 (2.3) 3.8 (1.7) 3.8 (2.2) 8.41 <0.001 T1>T2, T1>T3 
MOCS 31 116.3 (15.6) 110.9 (17.7) 114.5 (17.4) 2.38 0.101  
SF-8 35 22.5 (6.0) 22.4 (5.3) 20.6 (5.4) 2.17 0.122  
PWS 32 95.4 (12.3) 91.5 (6.5) 94.0 (7.7) 3.85 0.027 T1>T2 
 - 人格的成長 32 19.6 (3.5) 15.1 (1.8) 14.3 (1.9) 49.85 <0.001 T1>T2, T1>T3 
 - 人生における目的 32 15.4 (4.3) 15.8 (1.3) 15.4 (1.8) 0.26 0.771  
 - 自律性 32 14.9 (2.5) 15.5 (2.2) 15.0 (2.5) 0.80 0.452  
 - 自己受容 32 14.2 (3.4) 14.3 (3.5) 17.6 (3.4) 22.27 <0.001 T1<T3, T2<T3 
 - 環境制御力 32 15.1 (3.6) 14.4 (2.8) 14.9 (3.6) 0.75 0.476  
 - 積極的な他者関係 32 16.2 (3.1) 16.3 (2.1) 16.8 (2.5) 0.52 0.595  
SS-user 35 22.8 (3.6) 23.8 (3.2) 23.8 (3.5) 1.75 0.184  
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表 6 就労アウトカムに関する要因 

 
就労の有無 就労期間 

  B1,2 95%CI p B2 95%CI p 
GAF 0.03 (-0.01, 0.08) 0.173 1.84 (-1.39, 5.06) 0.257 
LASMI -0.03 (-0.06, -0.01) 0.028 -1.08 (-2.66, 0.49) 0.174 
MOCES -0.01 (-0.05, 0.02) 0.467 -1.14 (-3.66, 1.39) 0.370 

1 ロジスティック分析の結果はオッズ比ではなく、回帰係数で表示 

2. 調整要因：性別、年齢、過去の就労経験 

 

 

表 7 12 ヵ月間の一人当りのサービス提供量 

  合計 事業所外 事業所内 電話・メール 
n = 49 Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD 

サービス提供日数 1 82 (56)       
事業所利用日数 1 69 (51)       
サービス提供回数 2 131 (102) 16 (16) 102 (87) 13 (19) 

サービス提供時間 3 193 (199) 33 (51) 152 (158) 3 (4) 

1 対 1 換算サービス提供時間 3 118 (128) 26 (35) 89 (100) 3 (4) 

1 単位：日, 2 単位：回数, 3 単位：時間 

 

 

表 8 1 対 1換算サービス提供時間における支援内容のサマリー 

n = 49 時間 全体に占める割合 
合計 118  
事業所外支援 26 22% 
事業所内支援 89 75% 
電話・メール等 3 3% 

対面の事業所外支援 23 19% 
対面の事業内支援 50 42% 

集団プログラム 56 47% 
個別支援 62 53% 

 

 

表 9 1 対 1換算サービス提供量における就労支援員とケースマネージャーの割合 

  就労支援員 ケースマネージャー 
n = 49 時間 割合 時間 割合 

合計 85 72% 34 28% 

事業所外支援 24 93% 2 7% 

事業所内支援 56 65% 30 35% 

電話・メール等 2 67% 1 33% 
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図 2 12 ヵ月のサービスコード枚数、サービス提供日数、事業所利用日数の推移 

 

 

 
図 3 12 ヵ月間の一人あたりの 1対 1換算サービス提供時間の推移 
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補足表 1 就労支援員 サービスコード 各支援の平均値 

 

 
活動内容 活動場所 

サービス提供 
回数 1 

サービス提供 
時間 2 

1 対 1 換算 
時間 2 

1 
インテーク・アセスメント 1. 事業所外 0.1 4.1 4.1 

 2. 事業所内 1.1 46.4 51.7 
3. 電話・メール等 0.1 0.4 0.4 

2 
プランニング・個別就労相談 1. 事業所外 0.3 16.7 18.0 
 2. 事業所内 13.2 508.2 649.1 

3. 電話・メール等 2.4 34.4 37.9 

3 
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ等の個別支援 1. 事業所外 0.3 31.6 31.2 

 2. 事業所内 4.1 207.9 219.1 
3. 電話・メール等 0.1 0.9 0.9 

4 
職場開発・同行支援 1. 事業所外 11.5 1620.5 1227.7 

 2. 事業所内 0.8 41.8 27.5 
 3. 電話・メール等 2.9 34.5 35.7 

5 
就労後の継続支援 1. 事業所外 1.2 89.2 105.6 

 2. 事業所内 3.2 107.6 148.2 
 3. 電話・メール等 3.1 33.8 34.8 

6 
他機関との連携 1. 事業所外 1.0 55.9 52.3 

 2. 事業所内 0.5 16.0 18.4 
 3. 電話・メール等 1.0 12.8 13.4 

7 
機関内の他職種連携 1. 事業所外 0.1 0.6 0.6 

 2. 事業所内 1.6 13.2 33.6 
 3. 電話・メール等 0.1 1.4 1.6 

8 
ES 医療/生活支援 1. 事業所外 0.2 23.3 30.7 

 2. 事業所内 2.3 97.9 101.1 
 3. 電話・メール等 0.5 5.9 5.9 

9 

その他 1. 事業所外 0.1 1.2 1.2 

 2. 事業所内 0.1 1.5 1.5 
 3. 電話・メール等 0.0 0.0 0.0 

10 

集団プログラム 1. 就労系 16.3 2795.4 1661.6 
 2. 認知・行動 2.3 234.1 65.5 

3. 疾病・生活管理 2.2 212.6 72.1 
4. その他 13.1 1407.9 419.4 

1 単位：回数, 2 単位：分 
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補足表 2 ケースマネージャー サービスコード 各支援の平均値 

 

 
活動内容 活動場所 

サービス提供 
回数 1 

サービス提供 
時間 2 

1 対 1 換算 
時間 2 

1 
インテーク・アセスメント 1. 事業所外 0.1 1.8 1.8 

 2. 事業所内 0.7 37.7 39.5 
3. 電話・メール等 0.1 0.1 0.1 

2 
プランニング・個別就労相談 1. 事業所外 0.1 1.7 1.7 
 2. 事業所内 4.2 157.3 169.9 

3. 電話・メール等 1.1 24.8 24.8 

3 
生活技術/医療等の個別支援 1. 事業所外 0.5 21.3 21.3 
 2. 事業所内 4.6 40.7 45.7 

3. 電話・メール等 0.6 4.7 4.7 

4 
他機関との連携 1. 事業所外 0.0 1.4 1.4 

 2. 事業所内 0.9 29.2 32.0 
 3. 電話・メール等 0.7 5.3 5.3 

5 
機関内の他職種連携 1. 事業所外 0.2 14.3 14.3 

 2. 事業所内 0.1 1.2 4.9 
 3. 電話・メール等 0.3 2.8 2.8 

6 
他機関との連携 1. 事業所外 0.0 0.0 0.0 

 2. 事業所内 1.0 21.0 32.8 
 3. 電話・メール等 0.2 1.5 1.8 

7 
ケア会議（MDT） 1. 事業所外 0.1 3.7 3.7 

 2. 事業所内 0.1 1.8 11.0 
 3. 電話・メール等 0.1 0.4 0.4 

8 
CM 就労支援 1. 事業所外 0.8 62.1 67.7 

 2. 事業所内 3.8 451.7 378.2 
 3. 電話・メール等 0.8 8.6 9.0 

9 
家族支援 1. 事業所外 0.0 0.0 0.0 

 2. 事業所内 0.2 20.2 8.3 
 3. 電話・メール等 0.1 1.3 1.3 

10 
その他 1. 事業所外 0.1 5.3 5.0 

 2. 事業所内 0.1 7.2 5.4 
 3. 電話・メール等 0.0 0.5 0.8 

11 

集団プログラム 1. 就労系 5.4 620.7 286.3 
 2. 認知・行動 6.2 525.5 172.4 

3. 疾病・生活管理 4.2 382.7 98.6 
4. その他 13.8 1476.7 561.2 

1 単位：回数, 2 単位：分 

 

 

 

 


